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学校現場を取り巻く環境が複雑化・多様化し、 

学校に求められる役割が拡大する中、教員の長時間

労働の現状が明らかになっています。 

「将来を担う子どもたちによりよい教育を実践 

する」ため、愛媛県教育委員会及び各県立学校において、『まじめに』働き方改

革に取り組んでいる様子をお伝えします。 

ぜひご一読いただき、本県の学校における働き方改革につきまして、御理解、

御協力を賜りますようよろしくお願いいたします。 

 

 

１．今月号のピックアップ 

これまでの取組の実績と今後の方針 

愛媛県教育委員会では、令和元年５月に「愛媛県学校における働き方改革推進

本部」を設置するとともに、11 月に「愛媛県学校における働き方推進方針」を

策定し、令和３年度までの３年間を重点期間として、学校における働き方改革を

推進してきました。 

 

今年度実施した主な取組は以下のとおりです。 

○コンピュータ上でテスト等の実施・採点・分析を行うことができる県独自の 

ＣＢＴシステムの開発（R4.1 から小中学校で試験運用） 

○教材作成補助や各種調査の集計等を教員に代わり行うスクール・サポート・ 

スタッフや、授業等でのＩＣＴ活用を支援するＩＣＴ教育支援員など外部 

人材の配置 

○働き方改革の鍵となる部活動改革について、休日の部活動の段階的な地域 

移行に向け、拠点校２校で実践研究を実施 

○コロナ禍で急速に進展したオンラインによる会議や研修、行事等の実施の 

更なる効果的活用 

○デジタル技術の活用等による学校全体での事務処理の更なる見直し等を 

検討するワーキングチーム（ＷＴ）の立ち上げ及び具体的検討の開始  など 

 

これまでの３年間において、様々な取組を進めた結果、時間外勤務月 80 時間

超（過労死ライン）の県立学校教諭の割合が、令和３年度には約２割まで減少し

たほか、教職員のやりがい（ワーク・エンゲイジメント）に係る指標も高水準を

維持しているなど、一定程度の成果が出ているところです。 

一方で、依然として、長時間勤務を余儀なくされる教員も多く、 

目標としていた時間外勤務月 80 時間超の割合０％の達成には 

至っておらず、県立学校教職員を対象とした意識調査においても、 

更なる改革を訴える現場の声が多数寄せられております。 



 

（参考）働き方改革推進方針における各成果指標の状況 

 

これらの状況を踏まえ、推進本部の設置を令和６年度まで継続するとともに、

令和４年度からの３年間を推進方針の第２期と位置づけ、コロナ禍やＤＸ推進

等の環境変化を踏まえながら、学校における働き方改革の更なる強化・拡充を図

っていきます。 

 

今後も引き続き、取組を進めてまいります。詳細はこちらをご覧ください。 

※３月末頃更新します。 

・学校における働き方改革取組の実績について 

（県教委ＨＰ（取組の実績）へリンク） 

・学校における働き方改革の今後の方針について 

（県教委ＨＰ（愛媛県の方針）へリンク） 

 

２．今月号のピックアップ 

 毎号、その時期の特徴的な取組、新たな取組等をピックアップしてお知らせし

ます。 

今回は、 

・『愛媛県教育委員会 学校における働き方改革推進方針（第２期）』 

・『愛媛県教育委員会 令和４年度 学校における働き方改革推進計画』 

の策定について、お伝えします。 

 



【概要（推進方針（第２期））】 

推進方針（第２期）については、計画期間を令和４～６年度の３年間として、

現行の基本的な方針（６つの柱）などの基本構成は継続しつつ、 

○ＣＢＴシステムの機能拡充等による教育指導の質の向上と効率化 

○学校における事務のデジタル化の推進と学校全体のマネジメント管理の強化 

○ＩＣＴ教育支援員の配置拡充や大学生スクールサポーターの新設など外部 

人材の更なる活用 

○コロナ禍を契機とした行事や会議、研修等の見直し 

○ニーズ調査の実施、部活動のあり方の検討、段階的な地域移行、 

合同部活動の推進、部活動指導員の配置拡充など部活動改革の推進 

など、ＤＸやコロナ禍による行動変容等の環境変化に応じた対策に重点的に取

り組み、教員の負担軽減や業務改善に向け、教員の働きやすさとやりがいの両面

から働き方改革を継続的に進めていきます。 

また、勤務時間の上限に関する方針で定めている「時間外勤務月45時間以内」

の教師を着実に増加させつつ、引き続き、「時間外勤務が月 80 時間を超える教

師をゼロにする」ことを目指して、取り組んでいきたいと考えており、このため、

成果指標に「時間外勤務月 45 時間以内の教師の割合」を追加します。 

 

【概要（令和４年度推進計画）】 

愛媛県教育委員会では、取組実績や新たな課題等を踏まえ、実効的に働き方改

革に取り組むため、毎年度、推進方針に定める基本的な方針（６つの柱）ごとに、

重点的に取り組む内容を検討し、計画としてまとめて実践しています。 

来年度は、主に 

○ＩＣＴを活用した自動採点、結果分析、授業の実践等 

○デジタル技術を活用した学校事務の在り方の見直しによる学校運営体制の 

強化 

○コロナ禍での調査、研修会、会議、研究指定校、行事等の見直しの検証 

○大学生スクールサポーターの新設 

○部活動の負担軽減に向けたニーズ調査及び部活動のあり方の検討 

などに取り組み、教員の負担軽減を図ります。 

 

今後とも教員の働きやすさとやりがいの両面から働き方改革を継続

的に進め、教員が教員でなければできないことに全力投球できる魅力

ある職場環境づくりに力を尽くしていきます。 

 

詳細はこちらをご覧ください。※３月末頃更新します。 

・愛媛県教育委員会 学校における働き方改革推進方針（第２期） 

・愛媛県教育委員会 令和４年度 学校における働き方改革推進計画 

（県教委ＨＰ（愛媛県の方針）へリンク） 

 


